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要約 
 

 日本では、労働力としての外国人の受け入れを背景に、その子どもも増加傾向にある。

政府は、外国人雇用政策において、高度人材を除く外国人労働者の受け入れには慎重な姿

勢を維持する一方で、教育政策においては、「特別の教育課程」を創設する等その子ども

を比較的積極的に受け入れる方針を示してきた。 

私たちは、研究対象を「外国籍児童生徒」と独自に定義した上で、彼らが置かれている

現状を調査し、彼らにとって最適な教育とはいかなるものかを考察するべく研究を始めた。

すると、国の方針に基づけば、将来的に母国への帰国を余儀なくされる外国籍児童生徒に

対して、日本における教育は日本への同化を促す傾向があることが判明した。一方で、母

国への帰国を見据えたときに有効である母国語による母国のカリキュラムに沿った教育

（以下、母国教科指導）は、アイデンティティ形成や第二言語としての日本語習得等にお

いても有効であることがわかった。また、外国籍児童生徒の親を対象に実施した独自のア

ンケート調査結果から、母国教科指導には高いニーズがあることが明らかになった。そこ

で、外国籍児童生徒が日本において母国教科指導を受けられる制度構築に向けて政策を提

言することとする。 

 本稿は、４章構成である。第１章では、本稿で扱う外国籍児童生徒を「外国籍を有して

いる義務教育の対象年齢に該当する児童生徒であり、そのルーツは 1980 年代以降に渡日し

たニューカマーである」と定義づける。その上で、彼らを取り巻く現状について確認する。

彼らは、就学の義務はないものの、教育現場では文部科学省の方針により日本人と同様に

受け入れられている。外国籍児童生徒への教育は学校内教育と学校外教育の２つに区別で

き、それぞれ異なる特徴を持っているが、日本語指導が中心となっている点において共通

している。そして、日本語指導中心の教育は外国籍児童生徒のアイデンティティの形成や

帰国後のキャリアにマイナスの影響を与えている点を指摘する。 

 第２章では、母語指導に関する先行研究を示す。Cummins は、学力とアイデンティティ

の２つの側面から母語指導の重要性について論じている。彼の研究内容は、引用・参照さ

れることも多く、母語指導を扱うにあたって欠かすことのできないものである。ただし、

彼が示したのは理論的側面のみであり、その実践については言及していない。そこで、日

本に在住する中国籍児童生徒を例に取り上げ、彼らが具体的にどこでどのような母語指導

を受けているかを確認した。すると、（１）公教育における母語教室、（２）中華学校、

（３）地域が支援する教室の３つの形があることが明らかになった。これらはすべて、

「母語」という言語指導を重視していた。そこで、本稿では、外国籍児童生徒に対して母

語指導に限らず、母国教科指導を行うことへのニーズを探ることにした。 

 第３章では、本稿が扱う外国籍児童生徒の問題が、公表されている統計データでは正確

に把握できないタイプのものであること明らかにした。そして、そのような信頼できる統

計データがない問題に対して、社会学における質的分析を用いてアプローチする必要性に

ついて論じた。分析Ⅰでは、ベトナム籍児童生徒を持つ親へのアンケート調査に基づく質

的分析から滞在期間によって日本語指導と母国教科指導の２つのニーズがあることを明ら

かにした。その上で分析Ⅱでは、２つのニーズに日本の現状の体制が応えているのかを考

察し、母国教科指導に関しては、日本語指導とは異なり、選択肢が極めて限られているこ

とを指摘した。 
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 第４章では、以上の分析を踏まえ、外国籍児童生徒に対する母国教科指導を行うネット

ワークシステム『REPOC』の創設を提言する。母国教科指導を希望する外国籍児童生徒は

オンラインでの授業を受けることで母国の教育課程を学ぶ。オンデマンド授業と ZOOM等の

双方型オンラインコミュニケーションツールを組み合わせたハイブリッド型教育により、

効率的な学習をサポートする。 

 本政策の効果として、外国籍児童生徒のアイデンティティ尊重、国際人としての成長、

母語習得による学習効果を挙げる。さらに、本項で提言した、母国で生活しておらずとも

母国教科指導を受けることができる教育システムは日本のみならず、将来的には世界各国

で実現されることが期待できる。人の国際移動が急増する今日の国際社会にとって、希望

したすべての児童生徒が移動先の国で母国教科指導を受けられるようにする本政策は新た

な文化共生社会への一歩として寄与することが期待される。   
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はじめに 
 

今日、外国人留学生や技能実習生、国際結婚の増加によって在留外国人は増加傾向にあ

る。それにともなって、日本の小中学校に在籍する外国人児童生徒も増加の一途をたどっ

ている。これには、文部科学省から教育委員会に対して、「外国人児童生徒が公立の義務

教育諸学校に就学することを希望する場合には、日本人と同一の教育を受ける機会を保障

する」という通知が大きく影響していると思われる。  

 一方で、文部科学省(2020)は、「約 2万人の外国人の子供が就学していない可能性があ

るか、就学状況が確認できていない状況にある」という推定データを公表している。外国

人であっても日本で生活する一市民であり、教育を受けるべき対象から排除されるべきで

はないという考えに立ち、私たちは、外国籍児童生徒の教育について取り上げることに決

めた。 

国際化が進む現在、外国人との共生社会の実現は重要なテーマである。総務省自治行政

局国際室調査(2019)によれば、地方自治体のうち 47 展望、都道府県のうち 98％が多文化

共生の推進に係る指針・計画を策定している。このように、外国人との共生社会の実現は

国の方針として打ち出されているのみならず、その実現に向けて自治体レベルでも取り組

みが展開されている。 

そこで、本稿では、外国籍児童生徒を取り巻く教育の現状を調査したうえで、彼らが受

けるべき教育とはいかなるものかについて考察する。本稿では、外国籍児童生徒が母国に

帰国するか日本にとどまるかに関わらず、適切な教育を受けることができる制度を構築す

ることを目的とする。 
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第１章 問題意識・現状分析 
 

第１節 外国籍児童生徒の現状 
 

第１項 外国籍児童生徒の定義 

 

 はじめに、本稿で中心概念となる「外国籍児童生徒」について、具体的にどのような子

どもを対象とするのかを確認しておく。 

 従来、文部科学省や文化庁をはじめとして、国は「外国人児童生徒等」という枠組みの

中で外国籍児童生徒を論じてきた。公立学校における外国人児童生徒等に対する教育支援

に関する有識者会議(2016)では、「外国籍の児童生徒に加え、日本国籍であるが、両親の

いずれかが外国籍である等の外国につながる児童生徒をあわせて『外国人児童生徒等』と

定義」している。前述したように、約２万人の外国籍の子どもが就学していない可能性が

あるか、就学状況が確認できていない状況にある。私たちは、教育を提供している対象の

中で最も困難を抱えているのが外国籍児童生徒であると考え、彼らに焦点を絞って論じる

ことにした。なお、前述したように、外国籍児童生徒は義務教育諸学校における教育を保

障されているという現状を踏まえ、本稿では義務教育の対象年齢に該当する子どもに限定

する。 

また、一口に外国籍児童生徒といっても、「オールドカマー」の子どもと「ニューカマ

ー」の子どもに区別することができる。金(2011)によれば、オールドカマーとは、第２次

世界大戦以前から日本に住んでいた朝鮮半島出身の人とその子孫、中国・台湾からの華僑

とその子孫といった、いわゆる「特別永住者」の人々である。オールドカマーは特別永住

権を持っていることからも明らかであるように、使う言語も生活する環境も日本人とほぼ

同様である。したがって、オールドカマーを先祖とする外国籍児童生徒は、生を受けた時

から日本という土地を生活の場にしている。一方、ニューカマーは、「1970 年代から日本

に入りはじめ、1989年の入管法改正を境に増えてくる、日系人や外国人労働者等を指

す」。 

 このように、オールドカマーの子どもとニューカマーの子どもでは置かれている状況が

大きく異なっている。日本で教育を受けるにあたって直面する困難さを比較し、本稿で扱

う外国籍児童生徒は、ニューカマーの子どもたちに限定することとする。 

 以上より、本稿で扱う外国籍児童生徒とは、外国籍を有している義務教育の対象年齢に

該当する児童生徒であり、そのルーツは 1980 年代以降に渡日したニューカマーとする。 

 

 

第２項 外国人労働者の増加 

 

外国籍児童生徒は義務教育の対象年齢に該当することから、その多くは、外国人労働者

の家族として帯同したものと考えられる。そこで、本項では、外国籍児童生徒が増加した

直接の原因となっている外国人労働者の増加の背景について確認する。 
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第２次世界大戦後の外国人受け入れの歴史は 1950 年、外務省に出入国管理庁が設置さ

れたことから始まる。1950 年、SCAP （連合国軍最高司令官総司令部） より国際慣行に則

った出入国管理の法令や管轄する機構を設けるよう覚書が出されたことから、日本の出入

国管理を所管する独立機関が設置された。 

 日本が外国人を労働力として活用し始めたのは 1980 年代後半あたり頃である。バブル

経済による人手不足を補う形で受け入れが拡大した。法務省は 1986年に「雇用者に対す

る営業停止等罰則を盛り込んだ特別法『外国人労働者雇用者事業法案』（仮称）」の立法

化の検討に入った。それによれば、「外国人労働者の受入については、日本への定住を避

けるために在留期間は３年に限り、単身の出稼ぎを原則とし、家族の入国は認めない」と

している。ここから、政府は外国人を一時的な人材不足を埋める出稼ぎ労働者として捉え

ていたことがわかる。 

さらに、1998年には永住許可基準が緩和された。それまでは原則として 20 年の継続在

留が求められていたが、その運用変更により原則として 10 年に短縮された。独立行政法

人労働政策研究・研修機構(2009)によれば、それが契機となって、一時的に来日していた

外国人労働者の定住化が進んだ。 

  

図１ 在留資格別外国人労働者の推移 

 
（出典）d’s JOURNAL「【最新版】外国人労働者の受け入れ数はどう変化した？グラフで

読み解く日本の現状と課題」 

 

図から分かるように、外国人労働者は年々増加している（図１）。特に、今日の国内の

労働力人口減少を考慮すると、日本の労働市場における外国人の重要性は高まってきてい

る。 

日本政府は「専門的・技術的分野」とそれ以外の２つに区別し、「専門的・技術的分

野」の外国人については、積極的な受け入れを明言している。第９次雇用対策基本計画

(1999)では以下のように記述されている。 
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経済社会のグローバル化に伴い、我が国の企業、研究機関等においては、世界で通用

する専門知識、技術等を有し、異なる教育、文化等を背景とした発想が期待できる専

門的、技術的分野の外国人労働者に対するニーズが一層高まっている。このような状

況の中で、我が国の経済社会の活性化や一層の国際化を図る観点から、専門的、技術

的分野の外国人労働者の受入れをより積極的に推進する。 

 

 一方、「専門的・技術的分野」以外の分野の外国人については、以下の通り記述されて

いる。 

 

いわゆる単純労働者の受入れについては、国内の労働市場にかかわる問題を始めとし

て日本の経済社会と国民生活に多大な影響を及ぼすとともに、送出し国や外国人労働

者本人にとっての影響も極めて大きいと予想されることから、国民のコンセンサスを

踏まえつつ、十分慎重に対応することが不可欠である。 

 
 このように、政府は高度人材を除く外国人について労働力として受け入れることには消

極的であるが、人手不足を構造的に抱える日本において、外国人労働者は増加している。 

 

第３項 外国籍児童生徒の増加 

 

 前項に示したように外国人労働者が増加したことにともなって、家族と共に来日する子

どもや国際結婚夫婦の子ども等が国内の学校に就学するようになった。現在、外国籍児童

生徒は日本にどれくらい生活しているのだろうか。 

私たちは、外国籍児童生徒の在籍数を示すデータとして「学校基本調査」を用いる。こ

の調査は学校に関する基本的事項を調査し、学校教育行政上の基礎資料を得ること目的と

した全数調査であり、直接または都道府県市町村を通じて、調査票を各学校に配付し、提

出されたものを集計している。 
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図２ 日本の学校に在籍する外国人児童生徒数の推移 

 
（出典）文部科学省「外国人児童生徒等の多様性への対応」 

 

 図２より、2018年における日本の学校に在籍する外国籍児童生徒数は、小学校で 5万

9094人、中学校で 2万 3051 人である。また図からも読み取れるようにその数は増加傾向

にある。なお、学校基本調査では、外国人について、日本国籍を持っていない者と定義し

ており、二重国籍者は日本人として計上されている。 

ただし、本稿では、外国籍児童生徒を、外国籍を有している義務教育の対象年齢に該当

する児童生徒と定義しており、学校基本調査で示される外国人児童生徒とは完全に一致す

るわけではない。図２を用いたのは、本稿で定義する外国籍児童生徒に関するデータを取

得できなかったためである。しかし、万単位の当該児童生徒が存在すること、そしてその

数は年々増加しているという大きな傾向を掴むことができる。 
 

第４項 外国籍児童生徒を対象とする教育制度の変遷 

 

 増加する外国籍児童生徒に対して、日本ではどのような対応がとられてきたのかを確認

する。以下は、江澤(2010)と辻本(2012)をもとに、外国籍児童生徒に関連する教育政策に

ついて、主な施策をまとめたものである（表１）。 
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表１ 教育政策の変遷 

（出典）江澤和雄「就学義務制度の課題」と辻本久夫「＜動向＞外国人の子どもに関する
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日本の教育施策の動向」をもとに筆者編集。 

  

 表１から、日本において、外国籍児童生徒の受け入れ体制は確実に強化されていること

がわかる。政府は特に、学校教育の入り口である就学案内の徹底や就学手続きに関する施

策に注力している。これは政府が就学以前の部分を重要視していることの表れであり、ま

ずは学校に通学してもらうことを前提として施策を展開している。 

 また、このような外国籍児童生徒を受け入れる姿勢は、文部科学省が 2013年に通知し

た「外国人の子どもには、我が国の義務教育への就学義務はないが、公立の義務教育諸学

校へ就学を希望する場合には、国際人権規約等も踏まえ、日本人児童生徒と同様に無償で

受入れ」るという方針にも通ずるものである。この方針は現在まで変更されておらず、政

府の外国籍児童生徒教育への認識の核の部分を成している。 

 ただし、国としては、外国籍児童生徒はいずれ母国に帰国するとの認識を示している。

たとえば、衆議院議員奥野総一郎君提出外国人労働者と移民に関する質問に対する答弁書

(2018)には、「政府としては、例えば、国民の人口に比して、一定程度の規模の外国人を

家族ごと期限を設けることなく受け入れることによって国家を維持していこうとする政策

については、専門的、技術的分野の外国人を積極的に受け入れることとする現在の外国人

の受入れの在り方とは相容れないため、これを採ることは考えていない」という政府の基

本姿勢が示されている。 

 このように、教育政策においては外国籍児童生徒への受け入れに対して前向きな姿勢が

見られる一方、国の方針としては外国人受け入れに対しては慎重な姿勢を見せている。こ

うしたねじれた認識の中で外国籍児童生徒に関する教育政策が展開されてきたことがわか

る。 

 

第５項 外国籍児童生徒が直面している問題 

 

 外国籍児童生徒の増加によって、学校教育現場は新たに対処するべき様々な課題を抱え

ることになった。ここで、これまで議論されてきた外国籍児童生徒をめぐる課題について

整理しておく。 
 志水・清水(2001)は「ニューカマーと教育」というテーマで、適応、言語、学力、アイ

デンティティの４つにわけて、ニューカマーの子どもたちが抱える問題を指摘している。

私たちは、志水らの整理を参考に、外国籍児童生徒の教育問題に関心を持つきっかけとな

った不就学の児童の存在から、不就学の問題を加え、５つの切り口から論じる。なお、日

本学術会議の分科会が 2020 年 8月にまとめた提言では、外国人生徒の高校進学率が 60％

台にとどまっていると推計されていることを踏まえ、学力の低さがその後の進路にも影響

を及ぼしているという考えのもと、学力と同じ項目で進路についても扱う。 

 

（１）適応  

 日本語能力が十分でなく、日本の文化に馴染みのない外国籍児童生徒が日本の生活に適

応するのは容易なことではない。その適応を阻害する要因の１つにいじめがある。宮島

(2014)は、外国籍保護者が抱える不安に「学校でのいじめ、差別」を挙げ、ニューカマー

外国人がいじめに抱いている懸念の大きさは予想以上であると主張している。 

 Gillis(2009)は、外国人労働力の規模拡大と国際結婚の増加に伴い、民族的、文化的、
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言語的に日本人の同級生とは異なる背景をもつ子どもの割合が増加しているが、日本のよ

うに集団と同一の基準をもつことが求められる集団的社会で、もっとも一般的ないじめの

対象は、多数派とは異なる子どもであると述べている。 

 しかし、学校におけるいじめの実態を正確に示すデータはなく、まして、外国籍児童生

徒へのいじめがどの程度生じているのかを示すデータを集めることは不可能である。 

 ミックメーヒルと村元(2012)は、2010 年にペルーとアルゼンチンの子どもを対象にアン

ケート調査を行っている。彼らに日本でいじめられた経験があるか尋ね、その結果として

「47人が回答し、そのうち 28人が『ノー』、19人が『イエス』と答え、その全てが自分

は外国人だからいじめられたと語った」と報告している。このことから、日本の学校にお

いて、いじめを受けている外国籍児童生徒が一定数存在することは推定できる。 

 

（２）言語  

 外国籍児童生徒にとって最初に直面する課題は「日本語」である。その言語教育を論じ

るにあたり、梶田(1997)は言語を、日常会話としての社会的生活言語と抽象的な思考を可

能とする学習思考言語という２つのレベルにわけている。これについて、「子どもの年齢

段階にもよるが、前者の習得には 1～2 年あれば大丈夫であるが、後者の習得には 5～7年

を要する。日本の学校の言語指導は前者に偏っているため、ニューカマーの子どもたち

は、日本語の初期指導を受け終えたのち、原学級で教科指導を受ける中で、ほぼ独学で学

習思考言語を発展させなければならない」と指摘する。同様に太田(2005)も、日本の言語

教育は社会生活言語が中心であると論じ、日本の教育は社会生活言語を習得した時点で支

援を終了していると指摘する。 

 外国籍児童生徒にとって必要な言語教育は日本語指導だけではない。太田(1996)は、

「母語による識字能力とその保持が第２言語の習得と認知的発展に不可欠の要因である」

と母語指導の重要性を強調する。つまり、母語指導と日本語指導は密接に関係するもので

あり、切り離すことは不可能なのである。 

 野津(2010)によれば、日本の公立学校では外国籍児童生徒の母語指導はほとんど行われ

ていない未開拓分野である。第４項で示した表１のように、外国籍児童生徒に対する日本

の教育方針は、日本語指導を基本とし、母語指導に関する施策は示されていない。 

 

（３）学力・進路 

 日本語を解さない外国籍児童生徒が抱える課題として、学力の獲得がある。日本の公立

学校で行われる授業は基本的に日本語であるため、教科指導についていくのは困難であ

る。宮島(2003)は、漢字が表現媒体となる教科言語こそが外国籍児童生徒が公立学校にお

いて直面する課題であると指摘する。 

 学習思考言語の問題として、今津(2012)は、学習思考言語の仕組みは未だに解明されて

いないと述べている。そのため、学習思考言語を十分に身につけるためのカリキュラムは

存在しない。つまり、日本の公立学校において外国籍児童生徒が授業についていくことは

困難であると推定される。 

 また、藤井・孫(2014)は、言語に関係しないように思われる算数・数学の場合でも、文

章問題になるとハードルが高くなると指摘している。さらにこうした条件を踏まえて

「『日本人といっしょ』では難しく、外国人児童生徒に向けた独自の教科学習・指導が必

要であろう」と結論づけている。 

 そして、十分な学力を獲得できないという問題はその後の進路選択に大きな影を落とす
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ことにつながる。日本学術会議地域研究委員会多文化共生分科会(2020) によれば、外国

人生徒の高校進学率は 60％と推定され、日本の高校進学率の約 99％を大きく下回ってい

る。日本において、高校教育が準義務教育化している現在、進学率の問題は子どもたちの

将来に直結する問題である。実際に、厚生労働省(2020)が行った調査によると、日本人

(男女合計)の平均賃金(年収)は、大卒で 585.6万円、高卒で 425.6万円、中卒で 384.2万

円2であり、学歴により生活基盤である収入に大きな差が生まれるため、日本で暮らしてい

く選択肢が取りにくくなる。 

 

（４）不就学 

 外国籍児童生徒が不就学になる理由として、宮島(2005)は学齢期を対象に送付される各

市町村教育委員会の「就学案内」の内容が理解できないため、もしくは元々「就学」して

いたが、「理由のない欠席」が長期にわたり続いた場合、すなわち不登校になった結果、

学校から籍を外されるケースを挙げる。一方で、佐久間(2006)は、不就学は外国籍児童生

徒の両親や家族に起因し、帰国か定住かの方針が定まっていないことが原因であるとし

て、本人側の問題であると主張する。 

 文部科学省が 2019年に実施した「外国人の子どもの就学状況等調査」によると、住民

基本台帳上の義務教育相当年齢の外国籍児童生徒の 12万 4049人のうち、15.8％にあたる

1万 9654人3が不就学である可能性があることが判明した。 

 一方で、こうした調査が行われる以前から、研究者や支援団体等により、不就学の子ど

もの存在は指摘されていた。この問題について実践的な視点から議論を展開したものに小

島(2016)による研究がある。小島は、2000 年代前半に岐阜県可児市において就学状況が不

明な家庭への戸別訪問調査を行った。この調査で、今まで正確に把握されてこなかった不

就学の実態が明らかになったとともに、不就学であった子どもたちの多くは就労してい

た、という事実も明らかになった。小島はこの結果を受けて可児市と協働し、不就学ゼロ

を目指した初期日本語指導教室「ばら教室 KANI」を設置した。 

 

（５）アイデンティティ 

 竹田(2012)によれば、アイデンティティは社会的なかかわりの中で生まれると主張し、

外国人の子どもは、文化的な背景、家庭環境、学校生活等、家庭での生活で身に付けた振

る舞いや行動様式とそれを否定する日本的な価値観との狭間で葛藤している。そして、こ

うしたアイデンティティによる混乱から、母文化の正当性を失い、親や母語を否定してし

まう可能性を指摘する。本人の意思に関係なく日本に来ることになった外国籍児童生徒に

とって、アイデンティティの喪失は深刻な問題である。 

 山野上(2017)もまた、自己のアイデンティティは他者との関係性の中で育まれていくも

のであるとし、学校が１つの支配的な文化に基づき営まれることで、異なる文化的背景や

習慣を持つ子どもたちの疎外感は強まると指摘する。これは、日本人が学校に馴染めない

こととは異なるベクトルの話であり、外国籍児童生徒は自分の国の当たり前を批判される

ことで、自分の生きていた国は間違っていたのかという愛国心の部分において葛藤に苛ま

れる。 

 
2 厚生労働省「令和 2 年賃金構造基本統計調査」より著者計算。 
3 不就学 630 人+就学状況確認できず 8658人+住民基本台帳との差(実態不明の人数)1万 183

人を合わせた数 
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 アイデンティティを形成する要素の一つである母語についても、同様の問題が存在す

る。中島(2001)は、特に子どもの母語が社会的に劣勢であるとされる言語の場合には、子

どもは母文化を恥じ、自分のアイデンティティに苦しむという望ましくない状況が予想さ

れると指摘する。 

 私たちは、外国籍児童生徒は常に学校という社会の中でマイノリティであるという事実

を問題視する。突然連れてこられた知らない国で、自分だけが外国人であるという状況

が、彼らをアイデンティティの危機に陥らせる可能性が高いと考える。 

 カミンズ・中島(2011)は、「アイデンティティが容認され、支援を受けながら知的レベ

ルの高いやりとりをすることが言語的マイノリティの子どもをエンパワーし学習に前向き

にする鍵である」としている。つまり、日本の公立学校においてマイノリティである外国

籍児童生徒を一人にさせず、彼らのアイデンティティの確立・保持の支援を行うことで、

学習をはじめとした、上記４つの問題の解決が見込めると考える。 
 

第２節 現在の教育体制 

 

第１節では、外国籍児童生徒を取り巻く厳しい状況について確認した。私たちは、日本

において、外国籍児童生徒が実際にどのような教育を受けているのかについて調査を行っ

た。以下、学校内教育と学校外教育に区別して、外国籍児童生徒たちの教育の現場につい

て紹介していく。 

 

第１項 学校内教育 
  

外国籍児童生徒に対する学校内教育は、日本の公立小中学校において「特別の教育課程」

という名称で実施されている。特別の教育課程は、2014 年に文部科学省によって学校教育

法施行規則の一部を改正する省令に基づいて編成されたものである。同省令では「小学校、

中学校、中等教育学校の前期課程又は特別支援学校の小学部若しくは中学部において、日

本語が通じない児童または生徒のうち、日本語を理解し、使用する能力に応じた特別の指

導（『日本語の能力に応じた特別の指導』）を行う必要があるものを教育する場合に文部

科学大臣が別に定めるところにより特別の教育課程を実施できることとすること」として

いる。日本語指導が必要な児童生徒の受入状況等に関する調査(2018)によれば、特別の教

育課程を受けている外国籍児童生徒は合計 1万 9540 人であった。そのうち、小学生が 1万

4747人、中学生が 4793人でであった。 

 特別の教育課程は、国の方針のもと、地方自治体がそれぞれ実施している。 私たちは、

特別の教育課程の実態を詳細に調査するため、京都市教育委員会指導部学校指導課副主任

指導主事にインタビュー調査を行った。 

 

【京都市教育委員会に対するインタビュー調査】 

京都市では、2020 年における特別の教育課程による日本語指導対象児童生徒数は 234 人

であり、当該児童生徒在籍校数は 107 校である。 

指導時数は原則として、開始後半年までは週あたり 4 時間、半年以降 1 年までは週あた

り 3 時間とされている。これは、文部科学省が定める標準授業時数をもとに京都市が設定

したものである。文部科学省は、特別の教育課程による日本語指導の時数として、年間 10
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単位時間から 280 単位時間を標準としている。これほど時間に幅を持たせているのは、当

該児童生徒の事情や日本語習熟度に合わせた対応を可能にするためである。 

  

図３ 可児市の外国籍市民数の推移 

 
（出典）可児市「可児市多文化共生推進計画」 

  

【岐阜県可児市教育委員会に対するインタビュー調査】 

 特別の教育課程の枠組みの中で、外国籍児童生徒にユニークな教育を提供している岐阜

県可児市の学校教育課指導主事とばら教室 KANI室長にインタビュー調査を実施した。 

 可児市の外国籍市民数は、フィリピン国籍・ブラジル国籍を持つ外国人労働者を中心に、

外国籍居住者が増加しており、2019年には合計で 7660 人、総人口に占める割合は 7.5％と

なっている（図３参照）。 

2021 年 8月 1 日現在、可児市の公立小中学校に在籍している外国籍児童生徒は 776人に

のぼり、そのうち日本語指導を必要とする児童生徒は 369 人である。日本語指導を必要と

する日本国籍の児童生徒 27人と合わせて、396人が特別の教育課程を受けている。 
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図４ 可児市の「外国人児童・生徒の学習保障」事業内容4 

 
（出典）可児市教育委員会「『外国人児童・生徒の学習保障』事業実施の手引き」 

  

可児市では、外国籍児童生徒の学習を３つのステップにわけて提供している（図４）。

これは、不就学ゼロという目標を達成するための丁寧な指導体制といえる。 

ステップ①の初期指導として、まず、ばら教室 KANI での集中的な日本語指導が行われる。

ばら教室 KANI での指導を修了した児童・生徒は、ステップ②の教科指導に進む。このステ

ップでは、国際教室や在籍学級等で中・上級の日本語指導を行いながら、在籍学年に応じ

た教科学習を支援している。国際教室を修了した児童・生徒は、ステップ③の在籍学級等

での補助指導に移る。このステップでは、児童・生徒の状況に応じて補助的に教科学習を

支援し、完全に在籍学級での学習に移行するためのサポートを行っている。 

可児市の取り組みは、松井(2017)によると、多くの自治体の先駆的な事例である。外国

籍児童生徒への教育支援を実施している他の自治体と比較しても、日本語指導、生活指導、

教科指導をこれほど丁寧に行っている自治体は存在しない。 

学校内教育は特別の教育課程をベースに実施されており、その内容は可児市のように、

ユニークな事例として全国的に知られているものもあるが、特別の教育課程の枠内で展開

せざるを得ず、画一的なものとなっている。 

 

第２項 学校外教育 

 

 外国籍児童生徒に対する学校外教育は、ボランティア団体を中心に、様々な支援団体が

担っている。団体の形態は、公益財団法人・NPO法人・ボランティア団体と様々であり、

それらの支援団体をまとめるネットワークがある。 

本稿では、この種のネットワークの一つである「京都にほんご Rings」に協力いただ

き、本ネットワークに登録している団体に対してアンケート調査を実施した。 

 まず、京都にほんご Ringsの副代表である大場孝弘氏に行ったインタビュー調査による

と、本団体は、京都府内で日本語教室を開き、地域の多文化共生を進めるボランティア団

体を結ぶネットワーク組織で、2001 年に結成された。現在教室を運営する 23の団体と個

人が加盟し、加盟団体間の情報の共有や調整を行っている。 

 次に、アンケート調査の結果について紹介する。このアンケートは、京都にほんご

 
4 ステップ③の「補助指」は「補助指導」の誤植だと思われる。 
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Ringsに加盟する全団体を対象に、2021 年 10 月 3日～2021 年 10 月 19日の期間に Google

フォームを用いて実施した。23 団体中 18団体から回答を得た。 

 本項では、特に、外国籍児童生徒を支援対象としている３団体を中心に取り上げる(表

３参照)。また、このうち朋友館日本語教室と久御山日本語教室については複数回にわた

ってインタビュー調査を行った。（改ページ） 
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表２ アンケート調査の結果 

 
（出典）筆者作成。 

 
以下、アンケート調査を通じて明らかになったとく特筆すべき項目を抽出して論じる。 

   

（４）学習者の入学時の日本語レベル 

 団体によって、支援している学習者の日本語レベルは様々であるが、日本語が「まった
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くできない」学習者は必ず存在することが明らかになった。支援団体を利用する目的は、

より高度な日本語を習得しようというよりむしろ、生活に必要な日本語を習得するためで

あることが伺える。 

  

（５）支援者数 

 支援者とは、学習者に対して日本語指導を行う人を指す。外部からの援助を主な資金源

として運営している団体において、支援者は非常に少ない。実際に、京都にほんご Rings

に加盟している団体からは、支援者不足の問題に直面しているとの声を聞いている。 

  

（９）近隣の学校や行政との連携 

 朋友館日本語教室は公立小中学校の日本語教室と連携しているが、学校の通常学級と連

携している例は確認できなかった。さらに、行政との連携はまったく作られていなかっ

た。表３では外国籍児童生徒を実際の支援対象に含んでいる３団体のみを取り上げている

が、同様のアンケート調査を実施した 18団体のうち、ある団体の代表は、自身の団体と

の連携を求めて市役所に幾度か交渉しに行ったという。しかし、行政は取り合ってくれな

かったと回答している。 

 

（１０）運営資金源 

 支援団体は営利団体でない以上、どのように運営資金を集めるのかは大きな課題であ

る。kokoka日本語クラスは、（公財）京都市国際交流協会によって運営されているため、

運営資金はその協会から提供される。しかし、それ以外の団体は、第三者の善意による援

助に頼らざるを得ない。主な資金調達方法は寄付金である。これらの団体は、資金面にお

いて不安定な状況にあるといえる。 

 

 支援団体による日本語教室には決まった形はなく、それぞれの団体が様々なサービスを

展開している。その中でも、活動資金や支援者の不足が共通の問題であることが明らかに

なった。なお、ボランティア日本語教室は日本語教室としてだけでなく、同じような境遇

にある外国人が繋がりを形成する居場所としての役割も担っていることがわかった。 

 このように、実際の教育現場では日本語指導を中心としている。しかし、私たちは日本

の方針が母国への帰国を前提としている以上、外国籍児童生徒に対する教育において重視

すべき観点は帰国後の母国のカリキュラムについていくことであると考える。 

 そこで、本稿では「外国籍児童生徒は日本語指導だけでなく、母国語による母国のカリ

キュラムに沿った教育（以下、母国教科指導）に対してもニーズを抱えている」という仮

説を立てる。次章の分析では、外国籍児童生徒のニーズをアンケート調査によって探り、

ニーズに合わせて日本語指導と母国教科指導の両方を受けることができる教育制度の構築

を目指す。 
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第２章 先行研究及び本稿の位置

づけ 

 

第１節 先行研究 
  

 本節では、母国教科指導についての理論的及び実践的先行研究を示す。ただし、以下の

２つをはじめとする先行研究では、母国教科指導のうち母語指導しかカバーされていなか

った。本稿では、日本においてどのような母語指導が行われているかを確認した上で、母

国教科指導という枠組みにおける他の可能性について探る。 

 

第１項 Cummins による母語指導の重要性に関する指摘 
 

 母国指導の重要性について取り上げた研究の一つに Cummins(2000)の「バイリンガル児

の母語－なぜ教育上重要か」がある。この研究では、母語が果たす役割の重要性を学力と

アイデンティティの２つの観点から理論的に考察している。 

 母語と学力について、Cummins は、母語の習熟度が高い児童ほど、概念理解や思考力の

発達が顕著であると指摘する。また、新しく言語を学ぶ際にも、２つの言語は相互依存的

であるため、母語の習熟度が高いほど第二言語の習得の速度が上がると主張する。さらに、

２つの言語を同時期に学ぶ場合でも、相互に悪影響を及ぼすことはなく、むしろ成績が向

上すると述べている。 

 母語とアイデンティティの関係については、母語を否定することは子どもの自己認識を

否定することであるとし、子どもが自信をもって授業に参加することができなくなると警

告する。加えて、教師は、児童・生徒の言語と文化の多様性をただ容認するのではなく、

積極的に言語的アイデンティティを容認する必要があり、学校は母語を学ぶことの価値を

子どもに伝え、子どもの母語喪失を防ぐべきであると主張する。つまり、母語指導にはア

イデンティティを確立・保持する効果があることがわかる。また、子どもが家庭生活を通

して得た文化的・言語的経験は、その後の学習の基盤となるもので、教育者はその基盤を

崩すのではなく、その上に学力を積み上げなければならないと主張する。 

 一方で、Cummins の研究は、理論的な記述にとどまり、実証を伴うものではない。学校

現場における母語指導の実践に基づく効果の確認が行われているわけではない。 

 次項では、日本の現場において、母語指導を実践したケースを紹介する。 
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第２項 中国籍児童生徒に対する母語指導の実践 

 
図５ 外国籍児童生徒の母語 

  
（出典）文部科学省総合教育政策局 男女共同参画共生社会学習・安全課「外国人児童生徒

等教育の現状と課題」 

 

 前述した通り、日本における外国籍児童生徒に対する教育は日本語指導が中心である。

したがって、日本において外国籍児童生徒に対して母語指導が行われている事例は少ない。 

 出入国在留管理庁が 2020 年に公表したデータによれば、在留外国人の中では中国籍の人

が最も多い。在留外国人の総数 288 万 5904 人に対して、中国人は 78 万 6830 人と構成比

27.3％を占めている。また、文部科学省(2020)が公表したデータによれば、日本の公立小

中学校に在籍している外国籍児童生徒の母語は、ポルトガル語が 1 位（9851 人）、中国語

が 2 位（8427 人）であった。このように、日本で生活する中国人の増加にともなって多く

の子どもが日本の学校に通っていると考えられる。インターナショナルスクールや民族学

校に通っている児童生徒もいることを考慮すれば、日本にいる中国籍児童生徒は文部科学

省が公表する数値より若干多いと推測される。児童生徒数が多ければ多いほど、その対象

に関わる教育体制及び制度の抱える問題が浮かび上がり、それに対応する形で充実するで

あろうという考えのもと、本項では中国籍児童生徒に対する母国教科指導について見てい

く。 

 近藤他(2019)は、中国籍児童生徒に対する母語指導を、（１）公教育における母語教

室、（２）中華学校、（３）地域が支援する教室の３つに分けている。以下、それぞれに

ついて見ていく。 
 以下、近藤他(2019)を参考にしながら、日本における中国の母国教科指導の実態につい

て紹介する。 
 

（１）公教育における母語教室 

 兵庫県の神戸市立神陵台小学校に、童童（とんとん）教室がある。神陵台小学校は神戸

市垂水区にある小学校で、全児童数 266 人のうち、10 人が中国ルーツの子どもである。

1982 年から受け入れ始め、多いときには 40 人を超える中国籍児童生徒が在籍していたと

いう。 

 教室は、低学年と高学年にわけられ、1週間に 1回 45分の授業内でそれぞれの年齢に合
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わせた学習や活動が行われている。低学年は、ピンイン学習5、歌や詩の暗唱、クイズ等を、

高学年はレベルごとにフラッシュカードを使った語彙の学習やテーマ別のおしゃべり等を

している。近藤他(2019)によれば、これらの取り組みは「自分たちのルーツを確認し、仲

間と一緒に大切にその土壌を育てていく」ものである。 

 ただし、童童教室は、 小学校内で中国ルーツの児童生徒に対して母語指導が行われてい

るという珍しい事例であり、全国にこのような制度を作ることができるリソースと環境が

あることを示すものではない。  

 

（２）中華学校 

 石川(2015)によれば、中華学校とはそもそも、華僑教育を目的として設立された学校で

ある。朱(2003)によれば、華僑教育とは、「華僑子弟の中国人としての自覚を確立される

こと、中華文化を伝授することを主旨としており、日本華僑社会の生存と発展の為に、ま

た日中文化交流等の促進の為」になされるとされてきた。現在、日本には東京中華学校、

横浜山手中華学校、横浜中華学院、大阪中華学校、神戸中華同文学校の５校がある。 

 学校によって教育方針やカリキュラム、入学選抜方法は異なっており、中華学校の実態

について一括りに論じることは難しい。ただし、共通して、中華学校では中国語と日本語

の双語教育（バイリンガル教育）が行われている。近藤他(2019)によれば、中華学校は

「子どもにとって、両言語を駆使して自分を表現できる場所となっている」。ここから母

語を含んだ教育がアイデンティティ形成においていかに重要であるかがわかる。 
 

（３）地域が支援する教室 

 近藤他(2019)によれば、中国にルーツを持つ人々が集住する地域では、公民館や小学校

の空き教室を利用して中国語教室が開かれていた。地域が支援する教室とは、第１章第２

節第２項で示した「学校外教育」と同じ枠組みであると考えてよい。インターネットで検

索したところ、京都市内内に少なくとも 19の中国語教室があるとわかった。 

 地域が支援する教室についても、中華学校と同様に、その実態について一括りに論じる

ことは難しい。なぜなら、日本における学校外教育を担う支援団体のように、その運営方

法や指導方法には多様性が認められるからである。ただし、近藤他(2019)は、「地域の教

室は設備こそ学校に及ばないものの、保護者や先生の熱意。スタッフの力に支えられてし

っかりと子どもたちの成長を見守り、日本語と中国語の両輪を育てている」としている。 

 

 以上のように、母語指導には日本語指導と同様、学校内外にわたる様々な方法があるこ

とが明らかになった。そして、上記の３つの母語指導のスタイルは、外国籍児童生徒に教

育を行う際の選択肢として、本稿における政策の立案の際に参考とする。 

 

 

第２節 本稿の位置づけ  
  

 
5 ピンインとは中国語の発音記号のことで、例えば「你好」(こんにちは) は[ni hao]と表

される。 
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 前節において先行研究を紹介しつつ、母語指導の重要性とその効果を理論面、実践面に

おいて示した。 

しかし、先行研究の限界として、「母語」を教えることに傾倒しており、母語を用いた

その他の教育の形については触れられていないこと、実際に母語指導が行われたのは一部

の地域に限られることが挙げられる。そもそも母語指導のニーズがどれくらいあるのかに

ついての調査がないことから、この問題を解決に導く材料を提供するには至っていない。 

具体的な調査が行われていない理由は、日本における外国籍児童生徒に対する教育が日

本語を教えることに重きを置いており、これを取り上げる研究者の側も、日本語指導をど

のように改善するのかを中心に議論を展開しているからだと思われる。そこで本稿では少

ないサンプル数ではあるが、外国籍児童生徒の親にアンケート調査を行い、母国教科指導

のニーズが存在しているのかについての調査を行った。 

 本稿の新規性は、次の２点である。第１に、現在、外国籍児童生徒数は地域によって偏

りがあり、その数によって整備されている教育の質に差があるという問題を解消するた

め、一学校内に在籍する外国籍児童生徒数に関わらず、全国に存在するすべての外国籍児

童生徒に同レベルの教育が提供される仕組みを模索したことである。第２に、外国籍児童

生徒に母国教科指導を新たな選択肢として示す教育制度について検討した点である。現在

は、日本語指導中心の教育が行われており、そこには日本に同化させようという力が働い

ているように思える。 

 次章では、分析から得られた情報に基づき、外国籍児童生徒にとって本当の意味で有効

な教育支援は何かを考察し、そのニーズに応える政策を提言する。 
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第３章 分析  
 

 第１節 分析にあたっての留意点  
  

 私たちは、現状分析で提示した仮説を実証するため、外国籍児童生徒の教育に関して、

様々なデータをもとに多様なアプローチで分析を試みた。しかし、その過程で、外国籍児

童生徒に関する実態を把握し、かつ信頼のおける統計データが存在しないことが明らかに

なった。  

 そこで、この種の問題を分析する際の留意点として、外国籍児童生徒の実態が正確に把

握されていないまま、研究が行われ政策が立案されている現状を指摘する。 

 まずは、現行の調査6で明らかにされている義務教育年齢相当の外国籍児童生徒の実数と

実態の乖離を述べる。現在、義務教育年齢相当の外国籍児童生徒の数は住民基本台帳によ

って把握されている。そして、住民基本台帳に基づいて、文部科学省は、2019年 5月 1 日

現在の当該児童生徒数を 12 万 3830 人としている。しかし、この数を使用するにあたって

留意すべきなのは、「住民基本台帳に登録されていない外国籍児童生徒が存在する」とい

う点である。日本において、以下に該当する外国人は住民票登録ができない。 

   

・「短期滞在」の在留資格の人  

・「３か月」以下の在留期間の人  

・在留資格がない人  

・在留期限が切れている人  

   

 つまり、「在留資格がない人」「在留期限が切れている人」に該当する、外国籍児童生

徒の正確な数に関しては文部科学省の行う調査には反映されていない。 

 出入国在留管理庁が公表した「本邦における不法残留者数について」によれば、2020 年 1

月 1日現在の日本における不法残留者は 8 万 2868人いる。その数字の中には、私たちが本

稿において研究対象としている外国籍児童生徒が含まれていることが推測できる。実際に

これまで、不法滞在者同士の結婚で産まれたため在留資格のない子どもの存在を取り上げ

た研究7や政治的な事情で難民として入国したが認められず、申請を繰り返すうちに在留資

格が失われた家族の存在がメディアの報道によって明らかにされてきた8。 

以上のように、政府が公表している統計データには反映されない外国籍児童生徒が日本

で生活しているのが現状である。 

 また、第１章第１節第５項の④で述べたように不就学児童生徒数も同様に正確な把握は

 
6 文部科学省(2021)「外国人の子供の就学状況等調査結果について」 
7 久保田（2016）は「外国につながる子どもたちの言語・教育と司法上の課題」の中で、

在留資格なき外国人を両親に持つ子供の存在を指摘している。 

 
8 NHK クローズアップ現代＋「日本で暮らし続けたい〜ルポ“在留資格”のない子どもた

ち〜 」にて、その存在を確認。 
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困難である。その他、公立学校に就学している場合でも、学力や進学率9等の詳細なデータ

に関わる調査は不十分である。 

 つまり、本稿の研究対象である外国籍児童生徒は様々な理由から正確な実態をつかむこ

とが困難である。本稿のテーマと同様、日本が抱える諸課題にはその性質上、正確な実態

が把握できないものがある。家庭内暴力や虐待、いじめがその例である。そのような性質

を持つ問題については、既出の統計は必ずしも実態を正確に反映したとは言えず、そもそ

も統計さえとられていない場合もあり、経済学的分析は意味を成さない。 

 以上を踏まえ、本稿では経済学的分析は行わず、よりミクロな視点から本稿が掲げる問

題に関わる当事者に向き合い、文脈を重視することを考え、社会学の質的分析を参考にア

ンケート調査10を行った。分析Ⅰでは、問題意識で立てた仮説についてベトナム国籍の子

どもを持つ複数人の親へのアンケート調査の結果から実証する。その結果を踏まえて、分

析Ⅱでは、日本における日本語指導と母国教科指導の２つの実態について分析を行う。  

 

第２節 分析Ⅰ 母国教科指導のニーズに関する

質的分析 

 

 第１項 調査の概要  
 

【調査の目的】  

 仮説の実証 

「外国籍児童生徒は日本語指導だけでなく母国教科指導に対してもニーズを抱えている」 

 
【調査方法】  

 Googleフォームを用いたアンケート調査11 

 

【アンケート調査対象】  

ベトナム籍児童生徒のベトナム人の親 7人12  

  

【アンケート実施期間】  

 
9 日本学術会議は「外国人の子どもの教育を受ける権利と修学の保障 ――公立高校の「入

口」から「出口」まで」(2020)の中で、推定値として 2018年で 64%と試算しているが、正

確な統計は存在せず、中学校進学率に関してのデータも明らかになっていない。 
10 私たちは当事者にインタビュー調査を行ったが、言語の壁から正確な意思疎通が困難だ

ったため、不向きと判断した。よって、翻訳が可能であり、質問者・回答者双方の意図を

正確に伝えることができるアンケート調査を採用した。内容については、アンケート調査

の役割である量的なデータ収集に加えて、設問の内容に応じて自由回答式の設問を用意し、

質的なデータ収集が可能な構造化インタビューに近づけた。 
11 インターネット上で実施した。 
12 子どもが複数人いる場合はその子ども毎に回答を得た。 
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 2021 年 10 月 30 日～2021 年 11 月 5日  

  

【調査結果】 

 

表３ ベトナム籍児童生徒のベトナム人の親へのアンケート調査 

 



ISFJ2021 最終論文 
 

29 
 

 
（出典）筆者作成。 

 

第２項 調査結果の考察  
   

 ベトナム籍児童生徒の親へのアンケート調査から、日本での滞在期間によって教育ニー

ズが異なることが明らかになった。 

アンケート調査対象のうち、５年以内での帰国を予定している親(対象 B・C・D・F)は子

どもに対して母語での教育を望んでいるという結果が得られた。なかでも、対象 B・D・F

は、母国教科指導を希望している理由として「ベトナムに帰るから」と回答しており、本

国に帰った際に、子どもが母国の学校の授業についていけるのか懸念していることが伺え

る。また、対象 C に関しては、母国教科指導を望む理由として「ベトナムのことを知って

欲しいから」と述べており、日本においても、母国教科指導を通して母国について学ぶ機

会の提供を希望している。  

他方で、永住権取得者、永住権取得者の配偶者、及び高度専門職等によって 5 年を超え

る滞在を想定している親は、子どもへの母国教科指導よりも日本語指導を望んでいること

がわかった。  

つまり、滞在期間が短いほど母国に帰ることを念頭に母国教科指導へのニーズは高まり、

５年を超える長期の滞在を予定している親ほど日本での生活を前提とし、日本語指導への

ニーズが高いことが明らかになった。 

現状分析の章で提示した仮説「外国籍児童生徒は日本語指導だけでなく、母国教科指導

に対してもニーズを抱えている」は、少なくとも今回の調査対象については実証された。 

外国籍児童生徒には、滞在期間によって日本語指導と母国教科指導、双方のニーズが存

在していることが明らかになった。そこから、次節では外国籍児童生徒が抱える日本語指
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導と母語教科指導への対応の現状について考察する。 

 

 

第３節 分析Ⅱ 日本語指導と母国教科指導の

現状 
  

 分析Ⅰで明らかにしたように外国籍児童生徒にはその滞在期間によって、日本語指導と

母国教科指導という２つのニーズが存在する。分析Ⅱでは、日本における外国籍児童生徒

の教育体制が日本語指導と母国教科指導へのニーズに応えることができているのかについ

て考察する。 

 

第１項 日本語指導の現状 
  

 現状分析で述べたように、日本では、外国籍児童生徒に対する日本語指導は、特別の教

育課程における学校内教育とボランティア日本語教室等の学校外教育の２つが存在する。 

 本項では、外国籍児童生徒にとって日本語指導が適切な選択肢として機能しているかど

うかを明らかにするため、(１）では分析Ⅰの結果を踏まえて、学校内で行われている日

本語指導に関して考察を行う。そして、（２）では現状分析で示した京都府下のボランテ

ィア日本語教室へのアンケート調査からその実態を考察する。 

 
（１）学校内の日本語指導 

 特別の教育課程の実施率は、国全体で見ると低いといえる。2019 年に文部科学省が公表

した「日本語指導が必要な児童生徒の受入状況等に関する調査(平成 30 年度)」によると、

外国籍を有し、かつ日本語指導が必要とされる子どものうち、約８割は日本語指導等特別

の指導を受けられており、その中の約６割は特別の教育課程を受けている。しかし、残り

の約４割の児童は特別の教育課程を受けられていないのも事実である。 

この原因に関して、同報告書では 5263校の小中学校を対象に調査した結果として、以下の

６つを主な要因として挙げている。 

 

・日本語と教科の統合的指導を行う担当教員がいないため 

・「特別の教育課程」で行うための教育課程の編成が困難であるため 

・個別の指導計画の策定や学習評価が困難なため 

・拠点校への通級等のための学校間の連携体制が整っていないため 

・該当する児童生徒本人、または、保護者が希望しないため 

・校内に「特別の教育課程」の対象児童生徒がいないと判断するため 

 

 これら６つの原因の中でも特に大きな要因とされるのが、１つ目の「日本語と教科の統

合的指導を行う担当教員がいないため」であり、調査対象学校の約 80％が当てはまると回

答した。この要因をはじめとして、特別の教育課程を実施するための体制が十分に整って

いないといえる。  
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 一方、分析Ⅰで示したアンケート調査の結果によると、特別の教育課程を受けている外

国籍児童生徒の満足度は、高い水準にある。回答を得られた 11 人のうち、対象 A1、A2、F

を除いた有効回答８人13の特別の教育課程への満足度を見てみると、最高評価である５を

つけた者はいなかったものの、８人中５人は４の評価をつけており、また不満を抱えてい

るといえる 2以下の評価はなく、平均値は 3.6となった。 

 ここから、アンケート対象にとって特別の教育課程の内容とその指導者側のスキルには

問題はなく、指導を受けることができた場合には、満足度が高いことが明らかになった。 

 以上の検討から、特別の教育課程は担当教員の不足が要因で実施率が低くなっているも

のの、その内容に関しては問題なく、加えて約８割の外国籍児童生徒は何らかの指導を受

けることができているため、公立学校は日本語指導が必要な外国籍児童生徒の受け皿とし

ての機能を十分担うことができると結論づける。 

 

（２）ボランティア日本語教室での日本語指導 

現状分析で提示した京都府内のボランティア日本語教室へのアンケート調査において

回答が得られた団体数は、京都府内にある 25 団体14のうち 18 団体(回答率 72％)である。

しかし、18 団体の中で義務教育年齢相当の児童生徒を受け入れているのは 3 団体にとどま

った。各団体が支援している子どもの数は１～５人程度であり、京都府下で学校外の日本

語教室で教育を受けている外国籍児童生徒は、15人程度にとどまる。 

その要因について、日本語指導担当教員及び現職の指導主事として長年、日本語指導に

携わってきた京都市教育委員会の指導部学校指導課副主任指導主事へのインタビュー内容

を引用する。指導主事によれば、要因は複合的であるが、外国籍児童生徒は特に、放課後

の日本語教室を嫌がる傾向にあると言う。 

また、落合(2012)はベトナム人に関するフィールド調査の中で「なんで木曜日は母語教

室なの？どうしてベトナム人だけやらなきゃいけないの？」という学習者の発言に注目し、

放課後に行われる教室で、さらに学習に意欲を持って取り組むことは難しいと指摘してい

る。 

また、ボランティア日本語教室は対象者が多い地域に設置される傾向があるため、外

国人が散在する地域では、距離的に教室と子どもが隔てられてしまう場合も考えられる。    

散在地域におけるボランティアの支援について、内海・横澤(2008)は、山形県におけ

る調査の結果、散在地域での支援を困難にする一因として公共交通機関における移動の問

題を指摘している。散在地域では、支援を行うボランティア日本語教室も少ないため 1 カ

所の教室に通わせることで実現しようとすると、親の送迎が欠かせない。共働きの両親や

免許を持たない親の場合、学区外の教室に子どもを通わせることは非常に難しい。 

 以上から、外国籍児童生徒にとってボランティア日本語教室に通うには様々な障壁が存

在しており、そもそもボランティア団体は子どもたちより大人の日本語指導を活動の中心

にしているのが現状である。 

 

 
13 対象 A1 と A2 は、産まれも育ちも日本で、もとより日本語を話せるため、評価の対象外

とした。また、対象 F に関しては、満足度を 1 としているが、これは特別の教育課程での

指導を受けることができず、「相手にされていない」と回答したためであり、特別の教育

課程の内容自体を否定するものではないため、評価の対象外とした。 
14 京都府国際センターが提供する府内の日本語教室 MAPの記載に準ずる。 
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図 6 都道府県別 1校あたりの日本語指導が必要な児童生徒数（●）と可住地 1kmあたり

の 7〜16歳未満の在留外国人数（○）  

 
(出典）日本語教育 170号 佐々木香織 「外国につながる子どもの学習支援の現状との現

状と課題」表２をもとに筆者編集。 

 

第２項 母国教科指導の現状 
  

 現在、日本において外国籍児童生徒が母国教科指導を受けることができるのは主に、民

族学校及び外国人学校においてである。しかし、民族学校及び外国人学校は（１）学校数

と（２）費用という側面では、限られた一部の外国籍児童生徒だけが選ぶことのできる選

択肢である。以下、その２つについて考察し、母国教科指導が全ての外国籍児童生徒にと

って選択肢になり得ていない現状を指摘する。 

 

（１）学校数 

 学校教育法上、各種学校15に含まれる民族学校及び外国人学校の正確な数は把握されて

いないが、志水（2014）によれば、2013 年時点では、全国に 200 校あまりの外国人学校が

存在していたというのが共通認識である。 

 学校の種類については、田中(2011)が整理しており、「朝鮮学校が 79 校、中華学校が 5

校、朝鮮学校が 4 校、ブラジル人学校が 97 校、その他(ペルー、インドネシア、フランス、

トルコ、ドイツ、フィリピン、アメラジアン)が 11校存在」する。 

 また、立地場所については、志水(2014)が整理しており、「北海道・東北には 5 校、関

東には 74 校、中部・東海には 77 校、近畿には 42校、中国・四国には 9 校、九州・沖縄に

は 7 校ある」と述べている。校数は、地域ごとに偏りがあり、関東から近畿に至る大都市

圏にその数が集中し、地方には少ない傾向にあることがわかった。地域によって、母国教

科指導を受ける選択肢が外国人に広く保障されているところと、限定されているところが

ある。 

 

（２）費用 

 公立学校とブラジル人学校の費用を、授業料とその他の費用で比較する。 

 
15 学校教育法 134条に規定されている教育施設。設置には一定の基準が設けられており、

各都道府県知事の認可が必要。公教育制度からは分離された位置付けにあるため、教員免

許の規定がなく、カリキュラムを自由に実施できる。 
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公立小中学校の比較対象としてブラジル人学校を取り上げたのは、（１）で取り上げた田

中の整理によると、ブラジル人学校が最も多いからである。 

 まず、授業料についてだが、これは第１章第１節第５項で述べた通り、公立小中学校に

おける義務教育は無償であり、これは外国籍児童生徒が就学する場合も同様である。 

一方、ブラジル人学校は公立学校ではないため、授業料が月謝として徴収される。その具

体的な数値は、2万 5000円から 4 万円が相場とされており、1年間通うと少なくとも 30万

円の費用が必要となる。 

 次に、その他の費用についてだが、公立学校では、学校教育費16と学校給食費が必要と

なる。この金額については、同じ公立学校でも小学校と中学校間で大きな差があるため、

両方の金額を提示する。 

 まず小学校についてだが、2019 年に文部科学省が公表した「平成 30 年度子供の学習費

調査の結果について」によると、1 年間で小学生 1 人にかかる費用は、学校教育費が 6 万

3102円、学校給食費が 4 万 3728円の計 10万 6830円である。 

 次に、中学校については同報告書によると、学校教育費が 13 万 8961 円、学校給食費が

4 万 2945円の計 18 万 1906円である。中学校に入学するとクラブ活動にかかる諸費用、修

学旅行費や見学費が高くなることで、小学校と比べて学校教育費が膨らみ、合計金額に大

きな差が生じている。 

 一方、ブラジル人学校におけるその他の費用に関して、拝野(2013)は「昼食代、送迎料

がかかり、さらにはブラジルでは無償で配布される教科書についても、在日ブラジル人学

校では教科書代に輸送費が上乗せされた額を支払わなければならず、実際のところ、月謝

や教材費の不払いは日常的に起こっている」と述べている。これらの詳細な金額は不明だ

が、公立小学校に就学する上で必要な費用の合計は 10万 6830円、公立中学校では計 18 万

1906 円であるのに対して、外国人学校は授業料だけで両方の金額を超過し、さらに別途で

も徴収するため、公立学校に比べて金銭的な負担が大きいことは明らかである。現実に、

月謝が払えず日本の公立学校に転校するケースもある。こうした事実から、母国教科指導

を受けるという選択肢が全国のすべての地域に生活する外国籍児童生徒に広く保障されて

いるとは言えない。 

  

 
16 授業料、修学旅行・遠足・見学費、生徒会費、PTA会費、その他の学校納付金、寄附

金、教科書費・教科書以外の 図書費、学用品・実験実習材料費、教科外活動費、通学

費、制服、通学用品費その他がこれに該当する。 
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第４節 分析のまとめ 
  

 以上の分析から、明らかになったことを２点挙げる。 

 第１に、外国籍児童生徒にはその滞在期間等によって日本語指導と母国教科指導、双方

のニーズが存在している。 

 第２に、担当教員不足という問題はあるものの、特別の教育課程等の指導を行う公立学

校が主たる役割を果たしている。もう一方のニーズである母国教科指導に関しては、外国

人学校及び民族学校は学校数及び費用の問題から、母国教科指導を受けるという選択肢が

広く保証されていない現状がある。 

 以上の２点を踏まえ、次章では、外国籍児童生徒にとって母国教科指導を、現行の日本

語指導と同様に誰しもが選ぶことのできる教育制度として提案する。 
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第４章 政策提言 

 

第１節 これまでの議論から  
  

 政策を提言する前に、これまでの議論から要点を確認しておく。第１章第１節第３項で

示したように、外国籍児童生徒の数は現在、増加の一途をたどっている。しかし、高度人

材を除く外国人労働者の受け入れについて期間が限定的である以上、外国籍児童生徒には

常に母国への帰国という選択肢が付きまとう。ゆえに、日本語指導を中心とした教育、い

わば日本への同化を求めるような政策には疑問が残る。さらに、第３章を通じて、日本語

指導を受けている外国籍児童生徒の満足度は高いものの、母国教科指導にも需要があるこ

とがアンケート調査から明らかになった。 

 私たちが提言する政策の方向性は、外国籍児童生徒に対して日本語指導以外の教育の選

択肢を加え、帰国した際には母国のカリキュラムについていくことのできる程度の学力を

身につけられる母国教科指導のための学習支援ネットワークの構築である。本提言は、移

民という形では外国人労働者を受け入れず、彼らが数年で帰国することを想定している日

本政府の方向性とも合致する。 

  

第２節 政策概要  
 

 以下、本政策の概要について説明する。 

 

（１）呼び名 

名称：母国カリキュラムの遠隔授業プロジェクト 

通称：Remote Educational Project of your Origin-Curriculum (REPOC) 

  

（２）趣旨 

母国のカリキュラムを日本で受けることを可能にするため、さまざまなステークホルダー

が連携しオンライン上の遠隔授業の制度を構築すること  

 

（３）目的 

① 外国籍児童生徒に対して母国教科指導という新たな選択肢を与えること 

② 外国籍児童生徒が帰国した際に、母国のカリキュラムについていくことのできる最低限

度の学力を身につけること 
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（４）内容  

 制度構築のための土台として、日本政府と外国籍児童生徒の母国間で二国間協定を結ぶ。

二国間協定とは、母国の現地教員及び外国人学校教員がその国の教育課程に基づいたオン

ライン授業を外国籍児童生徒に対して提供することを約束するものである。母国のカリキ

ュラムとは、日本における５教科あるいは国語や社会といったその国の言語的要素の大き

い科目群のことを指す。 

 日本と外国籍児童生徒の地理的距離の問題から、授業はオンラインとする。なお、オン

デマンド配信、あるいは ZOOM等の双方型オンラインコミュニケーションツールによるリア

ルタイム授業の２つを用意する。 

 また、本政策下において表４にあるように、外国籍児童生徒には①日本語指導＋母国教

科指導②母国教科指導③日本語指導の 3 つの選択肢がある。特別の教育課程による日本語

指導と、本政策の母国カリキュラムの遠隔授業プログラムは並行して受講することが可能

である。その場合は、外国籍児童生徒は日中特別の教育課程による日本語指導を受け、放

課後等別時間に母国カリキュラムの遠隔授業プログラムを受ける。 

  

（５）手法  

 オンライン授業を受けるにあたって、２つの場合が考えられる。 

 １つは、集団で授業を受ける場合である。外国籍児童生徒の集住地域では、余裕教室に

おいて、プロジェクター等の ICT 機器を用いて授業を受ける。文部科学省(2021)によると、

余裕教室とは、現在普通教室として使用されていない教室のうち、当該学校の学区域に居

住する児童等の人口を鑑みて、今後 5 年間以内に、普通教室として使用されることがない

と考えられる教室である。現在、少子化に伴う児童生徒数の減少等により、全国の公立中

学校では約 8 万室の余裕教室が生じている。余裕教室は、地域の実情やニーズに応じて

様々な用途で活用することが可能であり、本政策においても活用することができると考え

る。 

 もう一つは、個別に授業を受ける場合である。集住地域以外の地域では、学校内に設置

してあるコンピュータから授業を受ける。なお、文部科学省が推進する GIGAスクール構想

によって、生徒１人につき１台の端末を持つ学校や地域が広がっていることを考慮すれば、

コンピュータが設置してある教室でなくとも、余裕教室において自身の端末で受けること

も可能である。 

 ここで、本政策の留意点について確認しておく。日本の学習指導要領に基づくカリキュ

ラムとは異なる母国のカリキュラムに基づく授業を行うため、外国籍児童生徒が受ける日

本の学校での授業に支障が出ない程度で実施するものものとする。また、現在日本には政

府が認定しているだけでも 121 校の外国人学校がある。それらの学校と連携し、オンデマ

ンドで配信する授業の提供及び外国人学校の放課後にリアルタイムでのオンライン授業や

生徒の個別質問対応を行ってもらう。 

  

（６）発生する費用 

 発生する費用は主に、現地の教員に対する人件費と教科書代の２つである。前者は外国

籍児童生徒の母国側が負担し、後者は日本側が負担することが望ましい。 

 日本人の義務教育課程における教科書代は無償であり、教科書の無償配布のために 2016

年度には小中学生 989 万人に対して 411 億円を投じている。これを踏まえ、外国籍児童生
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徒に対しても予算を設け、教科書を無償で提供すべきである。2016 年度のデータから推計

するに、外国籍児童生徒の数は、日本人学生の 141 分の１17なので、予算は 2 億 8000 万円

程度となる。この資金は文部科学省及び外務省の予算から調達するべきである。 

  

表４ 外国籍児童生徒の入国後フローチャート 

 
（出典）筆者作成。 

  
表５ 外国人学校・インターナショナルスクールと本政策との違い 

  
（出典）筆者作成。 

 
（７）各主体の役割 
 外国籍児童生徒と母国の教員、外国人学校をつなぐ機関として、文部科学省と外務省の

共同出資により外国籍児童生徒の支援を担当する「外国籍児童生徒学習支援センター」を

創設する。以下、それぞれの役割について説明する。 

  

①文部科学省 

 
17文部科学省「平成 28年度学校基本調査」より、6万 9779人(公立小中学校外国籍児童生

徒数)/988 万 9544人(公立小中学校生徒数)＝1/141(以下切り捨て) 
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 外国籍児童生徒に対して、日本の教育制度の中で受講可能な科目を様々に用意し提示す

る。なお、当該児童生徒はその科目の中からニーズに合わせた科目選択が可能である。ま

た、外国籍児童生徒が学習支援センターの監視・監督を行う。加えて、公立小中学校と連

携し、空き教室等の授業実施場所の提供を行う。 

  

②外務省 

 母国教科指導を必要とする外国籍児童生徒の多い国から交渉し、二国間協定を締結する

役割を担う。二国間協定を結んでいる各国から外務省に対して斡旋された現地の教員資格

を持つ教員数名が、母国の教員と外務省をつなぐ役割を担う。オンデマンド配信の場合、

母国の教員が録画した授業について、設定した基準を満たしているかを確認したのち、外

務省、外国籍児童生徒学力支援センターへと共有する。 

  

③地方自治体 

 地方自治体は、地域に居住する外国籍児童生徒の情報を住民基本台帳に集約し、実態を

把握するとともに、外国籍児童生徒学習支援センターが政策の展開に必要とされる情報の

提供を行う。 

  

④公立小中学校 

 学校における教育に支障がない範囲内で余裕教室等の場所とコンピュータ等の機材を提

供し、外国籍児童生徒学習支援センターが提供する授業ネットワークを接続して授業を受

けるのに必要なサポートを行う。 

  
⑤外国籍児童生徒学習支援センター 
 外国人学校との連携のための調整や外国籍児童生徒の情報を一括管理することで実態を

把握する。また、公立小中学校と外国人学校あるいは母国の学校との間にネットワークを

構築し、二者間の調整の役割を担う。 

  
⑥外国人学校 
 外国籍児童生徒学習支援センターの補助的な役割を担う。外国籍児童生徒の相談窓口と

して機能する。また、外国籍児童生徒に対してオンライン授業および個別質問対応を行う。

実際に母国にいる教員では時差等の影響からリアルタイムでの面談等が難しいため、個別

的な対応を行う。  
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表６ 各主体の関係図 

 

 
（出典）筆者作成。 

 

第３節 ICT 教育の実施可能性 
 

本政策で実施しようとしている ICTを活用した教育では、オンデマンド配信と ZOOM等

の双方型オンラインコミュニケーションツールを用いたリアルタイム授業を組み合わせた

ハイブリッド型を想定している。ハイブリッド型の ICT教育は、新型コロナウイルスの感

染が拡大する中、日本及び世界各地の小中学校・高等学校・大学で等実施され、現在進行

形で経験が蓄積されている。 

学校における教育の情報化の実態等に関する調査結果(2020)によれば、普通教室の大型

提示装置整備率は公立小学校では 79.7％、公立中学校では 69.8％といずれも高い。ま

た、普通教室の校内 LAN 整備率及びインターネット接続率は、公立小中学校共に 90％以上

となっている。これより、余裕教室における集団授業は、オンデマンド配信であってもリ

アルタイム授業であっても可能であるといえる。 

 同調査結果によれば、2021 年 3月 1日時点での、公立小学校における教育用コンピュー

タ台数は 486万 7305 台、公立中学校は 246万 6304台である。生徒１人当たりに換算する

と、小学校においては 1.3 台、中学校においては 1.2台である。端末利活用状況等の実態

調査(2021)によれば、2021 年 7月において、全国の公立小学校の 96.1％、公立中学校の

96.5％が、全学年または一部の学年で端末の利活用を開始している。このように、十分な
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量のコンサルティングコンピュータ及び端末が用意されていることからら、個別授業は可

能であるといえる。 

さらに、私たちはコロナ禍の中で、実際にオンライン授業を経験してきた。大学におけ

るオンライン授業の緊急導入に関する調査報告書(2021)によると、2020 年 6月 4日～6月

8日に全国の大学職員・教員 100 人に対して、各自が勤務する大学でオンライン授業を実

施しているかどうかを尋ねたところ、97％が「実施している」と回答したという。地域や

国公立・私立による差異はほとんどなく、全国的にオンライン授業の導入が進んでいる。

コロナ禍での対応がオンライン授業の基盤をつくってきたといえる。 

 以上の理由から、外国籍児童生徒に ICTを活用した教育を行うことは可能であると考え

る。 
 

第４節 海外事例 
 

 本節では、諸外国が外国籍児童生徒の教育問題にどのように対応したのかに関する事例

を紹介することで、本政策の実現可能性を示す。 

 

（１）ドイツ 

 ドイツでは、第２次世界大戦後、減少した労働力を補うために南欧やバルカンの国々と

国間協定を結んで労働力を輸入した。協定に基づいてドイツで働くことになった労働者は、

一時的な滞在者であると想定されており、母語指導は労働者の帰国に備えて実施されてい

る。しかし、現在は永住化が進み、以前ほど母語指導は積極的に実施されていない。 

 ドイツの母語指導は初等教育と中等教育の 10年間に希望者に対して実施される。原則と

して週に５時間までとされ、一定数の子どもがクラスに集まり、相手国から派遣されるか、

ドイツの州政府で採用された母語話者によって実施されている。 

 平高（2009）によれば、以下の４つのタイプで展開されており、タイプと対象母語によ

って管轄が異なる。 

  
①マイノリティのコミュニティが提供する、文化や宗教の維持を目的とする授業。 

②相手国の外交機関の教育関係の部署や文化施設の運営する授業。 
③ドイツの文部関係部署の運営する授業。ただし、正規科目としては認められない補完科

目。  
④ドイツの文部関係部署の運営する授業。卒業や帰国の際に州の教育委員会等の「文部関

係部署」により正式に認定される科目。  

  
（２）フランス 

 フランスは、移民大国であるため国籍に関わらず全ての子どもに就学義務があり、外国

籍児童生徒への対応にも力を入れている。1973 年から実施されている「出身言語・文化教

育(Enseignement des langues et cultures d'origine ; 以下 ELCO)」政策は、移民の子

どもを対象に出身国の言語や文化の教育を行っている。その背景には、1974 年の移民受け

入れ廃止を受けて、移民を出身国へ送還するという目的がある。 
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 ELCO は、フランスと 9 か国18の移民送り出し国との二国間協定を基盤として行われてお

り、送り出し国が採用、派遣、給与を負担する ELCO教員が公立および私立小学校の施設内

で教育を行っている。現在も継続して実施されているが、ドイツ同様移民政策の方針が変

容し、需要は減少している。 

 

 ドイツとフランスの事例から分かるように、外国籍児童に対する母国教科指導は日本に

おいても十分実現可能性があり、また本政策では ICT を活用したオンライン授業で行うた

め、紹介した２つの事例より低コストで実現できると言える。 

 

おわりに 
  

 ここまで、外国籍児童生徒に関する現状を把握、分析し、それに基づく政策提言を行っ

てきた。本政策の実施によって期待できる効果について、以下の３つを挙げる。 

 １つめに、外国籍児童生徒のアイデンティティ尊重である。彼らは日本人とは異なるバ

ックグラウンドや価値観を持っており、それだけでもいじめや孤独感の原因となることは

第１章第１節第５項で示した通りである。それに加え、現行の教育は日本語指導に重きを

置いており、その弊害として外国籍児童生徒はアイデンティティの危機に晒される可能性

がある。日本で生活する中で日本の文化や習慣に触れながらも、自分のルーツである母国

のそれらを忘れない環境に身を置くことで、本来あるべきアイデンティティが構築できる。 

 ２つめに、国際人としての成長である。外国籍児童生徒が本政策による学習を受けた場

合には、日本の文化や生活に触れ、当人の異文化理解につながる。本政策によって母国の

学習に触れ母国の文化を理解し、日本での日頃の生活から日本の文化について学ぶことが

できる。こうして二国の文化に触れることで国際的に活躍する人材につながると考えられ

る。 

 ３つめは、母語習得による学習効果である。外国籍児童生徒はその地域に居住する外国

籍児童生徒数等に関わらず、全国どこにいても母国教科指導を受けられるようになる。外

国籍児童生徒が母語を学ぶことで、彼らの学習思考言語の獲得が期待される。学習思考言

語が獲得できると、母語を学ぶのみならず日本語の学習効果向上も見込める他、彼らが母

国へ帰国した際に、その国の教育課程にスムーズに順応することができるようになる。 

 そして、本政策の展望を述べる。母国カリキュラムの遠隔授業プロジェクト『REPOC』

は、全国での展開を想定しており、外国籍児童生徒の居住地域やそこに居住する人数に関

係なく、母国教科指導を提供することが可能な制度である。 

私たちが本稿で提示したスキームは、外国人学校及び母国の教員と外国籍児童生徒とを

結びつける「センター」、ICT教育を可能にする通信環境や機器が用意されれば、世界中

の国の児童生徒が母国の教育を受けることができるモデルとなるものである。例えば日本

が教員の派遣を行っていない国にいる日本人児童生徒であっても日本のカリキュラムで教

育を受けることができるということである。 

また国際連合センター(2019) によると現在、国際移民は世界全地域で増加し続け、2019

年には 2億 7200万人に達し、2010 年と比較して 5100万人増加した。日本はもちろん世界

 
18 アルジェリア、クロアチア、スペイン、イタリア、モロッコ、ポルトガル、セルビア、

チュニジア、トルコ 
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各国の教育機関では、これまでよりもさらに、外国籍児童生徒を受け入れる必要に迫られ

る予想される。日本政府は、本政策を導入し、グローバルなレベルで ICTによる母国教科

指導システムを展開することで、日本が多文化教育において世界を主導することが期待で

きる。 
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